
　2013年４月に労働契約法が改正

され「無期転換ルール」が規定（労働

契約法第18条）されました。無期転

換ルールとは、同一の使用者（企業）

との間で有期労働契約が更新され

て「通算５年」を超えたときに、労働

者の申込みによって無期労働契約

に転換されるルールのことをいい

ます。

　この申込みは労働者の権利（無期

転換申込権）であり、申込みをする

かしないかは労働者の自由です。５

年を超過した有期労働者が無期転

換の申込みをすると、使用者が申込

みを承諾したものとみなされます

（使用者に拒否権はありません）。無

期転換の申込みがあった場合、申込

時の有期労働契約が終了する日の

翌日から無期労働契約となります

が、申込権の発生時期と無期転換時

期との関係については、図表１のと

おりです。

　無期転換後の労働条件（職務、勤

務地、賃金、労働時間など）は、別段

の定めがない限り、直前の有期労働

契約の内容と同一となります。「無

期転換すると、正社員にしなければ

ならない（無期転換＝正社員登

用）」と誤った認識を持たれている

方もいるようですが、無期転換ルー

ルは、有期雇用が無期雇用に変わる

だけであり、それ以外の労働条件は

原則として同じものとなります。

　「別段の定め」とは、労働協約、就

業規則、個別契約書等を指します

が、無期転換にあたり、職務内容（役

割・責任）等が変更されないにもか

かわらず、無期転換後の労働条件を

低下させるような別段の定めをす

ることは、無効と判断されます。ま

た、無期転換権を行使しないことを

契約更新の条件とするなど、あらか

じめ労働者に無期転換申込権を放

棄させることもできません。

　前述のとおり、同一の使用者との

間で締結された２つ以上の有期労

働契約の契約期間を通算した期間

（通算契約期間）が５年を超えてい

ることが無期転換申込権の発生要

件となりますが、それぞれの有期契

約期間の間に一定の長さ以上の空

白期間（契約がない期間）がある場

合、当該空白期間が「クーリング期

間」として扱われ、それ以前の契約

期間は通算対象期間から除外され

ます。一有期契約期間の長さが１年

以上の場合は、６か月以上の空白期

間をもってクーリング期間（図表２

の①）とされますが、一有期契約期

間の長さが1年未満の場合のクー

リング期間の考え方は、図表２の②

のとおりです。

　無期転換ルールは、有期労働契約

の濫用的な利用を抑制し、労働者の

雇用の安定を図ることを目的に導

入されましたが、「高度専門職」と

「継続雇用高齢者」については特例

措置が設けられています。

　60歳を定年年齢とし、定年退職

後は１年毎の有期契約にて65歳到

達まで再雇用する企業が多いと思

われますが、再雇用後の通算契約期

間が５年を超えて更新された場合

も同様に無期転換申込権が発生す

るところ、適切な雇用管理に関する

計画を作成し、都道府県労働局長の

認定を受けた事業主の下で、定年後

も継続雇用される有期労働者（継続

雇用高齢者）については、その事業

主に雇用される期間は無期転換申

込権が発生しないというのが、継続

雇用高齢者の特例措置になります

（図表３）。

　なお、当該特例措置は定年再雇用

者に限定して適用されますので、58

歳で契約社員として新たに雇用さ

れた者が５年（63歳）を超えて継続

雇用されている場合には適用され

ません。よって、当該契約社員が64

歳時に無期転換を申し込んだ場合、

次契約より無期契約となります。当

該社員が適用される契約社員就業

規則において、65歳、70歳等の年齢

上限・定年年齢が設定されていなけ

れば、年齢を理由に辞めていただく

ことは困難となり、本人が退職を申

し出るか、解雇するかのいずれかと

なりますので、ご留意ください。

　弊社では正社員の定年を60歳としており、定年退職後は再雇用社員として１年契
約で更新しています。また、再雇用社員の更新上限を５年間（65歳到達時まで）として
います。近々、65歳到達者が発生するのですが、５年を超えて契約更新した場合、無期
契約に転換しなければならないでしょうか。
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図表１　有期労働者の無期転換発生時期の例

図表２　通算契約期間とクーリング期間との関係

図表３　無期転換ルールの特例措置

通算5年を超えて契約更新した労働者が、その契約
期間中に無期転換の申込みをしなかったときは、次
の更新以降でも無期転換の申込みができます。

有期労働契約とその次の有期労働契約の間に、契約がない期間が6か月以上あるときは、その空白期間より前
の有期労働契約は通算契約期間に含めません。これをクーリングといいます。
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出典：通算契約期間の計算について
　　 （クーリングとは）
　　 （厚生労働省pdf）

出典：無期労働契約への転換（第18条）－1
　　 （厚生労働省pdf）
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